いわき市役所本庁舎耐震改修事業
設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル
様式集
平成27年10月
い　わ　き　市
(様式第1-1号)
平成　　年　　月　　日
いわき市役所本庁舎耐震改修事業
設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル
参加申込書
いわき市長　宛
　　　　　住所：
　　　　　商号又は名称：
　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者職・氏名：
所　　　　　属：

連絡先電話番号：

Ｆ Ａ Ｘ 番 号：
Ｅメール：
いわき市役所本庁舎耐震改修事業に係るプロポーザルについて参加をしたいので申し込みます。なお、本書及び添付書類全ての記載事項は事実と相違ないこと及び当社が本プロポーザルの参加資格を有していることを誓約します。
（添付資料）
①配置予定技術者調書　　　様式第2-1、2-2号

②耐震改修工事実績書　　　様式第3-1号

③類似工事施工実績説明書　様式第4-1号

④本プロポーザル参加にあたってのコンセプト　様式第4-3号
⑤会社概要書　　　　　　　様式第５号様式
(様式第1-2号)
平成　　年　　月　　日
いわき市役所本庁舎耐震改修事業

設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル
（特定建設工事）共同企業体参加申込書
いわき市長　宛
代　表　　　　　住所：
構成員　　　　　商号又は名称：
　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　㊞
担当者職・氏名：
所　　　　　属：

連絡先電話番号：

Ｆ Ａ Ｘ 番 号：
Ｅメール：
構成員①　　　　住所：
　　　　　商号又は名称：
　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　㊞
構成員②        住所：
　　　　商号又は名称：
　　　　　代表者名：　　　　　　　　　　　　　㊞

このたび、いわき市役所本庁舎耐震改修事業に係るプロポーザルに参加するため（特定建設工事）共同企業体を結成したので、（特定建設工事）共同企業体協定書を添えて申込みます。なお、本書及び添付書類全ての記載事項は事実と相違ないこと及び当共同企業体が本プロポーザルの参加資格を有していることを誓約します。
（添付資料）

 ①特定建設工事共同企業体協定書　　　　様式第1-3号

 ②委任状　　　　　　　　　　　　　　　様式第1-4号
③配置予定技術者調書　　　　　　　　　様式第2-1、2-2号

④耐震改修工事（実施設計）実績書　　　様式第3-1号（3-2号　構成員が設計業務を行う者となる場合）
⑤類似工事施工（実施設計）実績説明書　様式第4-1号（4-2号　構成員が設計業務を行う者となる場合）
⑥本プロポーザル参加にあたってのコンセプト　様式第4-3号
⑦会社概要書　　　　　　　　　　　　　様式第５号
(様式第1-3号)　
特定建設工事共同企業体協定書

（目的）

第１条　当共同企業体は、いわき市発注に係る「いわき市役所本庁舎耐震改修事業」を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当企業体は、平成　　年　　月　　日に成立し、当該建設工事の請負契約の履行後３か月以内を経過するまでの間は、解散することができない。

２　当該建設工事を請け負うことができなかったときは、当企業体は前項の規定にかかわらず、当該建設工事に係る請負契約が締結される日に解散するものとする。

（構成員の住所及び名称）

第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。

　　住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者の名称）

第６条　当企業体は、　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当企業体の代表者は、当該建設工事の施工に関し、当企業体を代表して、発注者及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって請負代金（前払金及び部分払金を含む。）の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合等）

第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該建設工事について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成員の出資割合は変わらないものとする。
　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

名称　　　　　　　　　　　　　　　　　％

２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくの上、構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）

第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、当該建設工事の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）

第１０条　各構成員は、当該建設工事の請負契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第１１条　当企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　とし、共同企業体の名称を冠した、代表者名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１２条　企業体は、工事竣工の都度、当該建設工事について決算するものとする。

（利益金の配当の割合）
第１３条　決算の結果利益金を生じた場合には、第８条に基づく協定書に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第１４条　決算の結果損失金を生じた場合には、第８条に基づく協定書に規定する割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することはできないものとする。

（工事途中における構成員の脱退に対する処置）

第１６条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ当企業体が当該建設工事を完成する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存構成員が共同連帯して当該建設工事を完成する。

３　第１項の規定により構成員のうち脱退した者があるときの残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前の有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を変換するものとする。

５　決算の結果利益金を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（工事途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第１７条　構成員のうちいずれかが工事中途において破産又は解散した場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（解散後の瑕疵担保責任）

第１８条　当企業体が解散した後においても、当該建設工事に瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責めに任ずるものとする。
（協定書に定めない事項）

第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　外　　者は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印し、各自所持するとともに、１通をいわき市に提出するものとする。

平成　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　

商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
(様式第1-4号)
平成　　年　　月　　日
委任状
いわき市長　様
私は、「いわき市役所本庁舎耐震改修事業」に関し、　　　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体代表者　　　　　　　　　　　　代表　　　　　　　　　を代理人と定め、下記の権限を委任します。

記

見積、契約の締結、工事代金の請求並びに受領、復代理人選定に関する一切の件

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　特定建設工事共同企業体

構成員（委任者）

住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員（委任者）

住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

構成員（受任者）

住所又は所在地
商号又は名称
代表者職氏名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

 (様式第2-1号)　
配置予定技術者調書

実施設計業務技術者の経歴等
	氏　名
	年齢
	実務経験年数
	法令による取得資格及び資格番号

	
	
	
	

	耐震改修工事等に係る実施設計業務技術者の実績

	主な実績【１件目】
	契約の相手方
	

	
	事業名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	設計期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	建物概要
	（建設年、構造、階数、延べ床面積等）

	(類似）
(非類似)
	
	

	
	耐震改修工法
	

	
	従事役職
	

	主な実績【２件目】
	契約の相手方
	

	
	事業名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	設計期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	建物概要
	（建設年、構造、階数、延べ床面積等）

	(類似）
(非類似)
	
	

	
	耐震改修工法
	

	
	従事役職
	


※配置予定技術者の代表の方の経歴等について記入すること。

※平成12年４月１日以後における実績を最大２件まで記入すること。ただし、構成員として設計業務を行う者については延べ床面積5,000㎡以上の実績に限る。
※配置予定技術者の代表として３名以内で提出すること。

※法令による取得資格の免状の写し、及び従事役職を証する書類としてコリンズ工事カルテ、（技術者）選任通知等の写しを添付すること。

※契約の相手方等が特的情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。

※常勤の自社社員で、引き続き３か月以上の雇用関係があることを証する書類の写し
※主な実績は類似実績（今回いわき市役所本庁舎耐震改修事業に最も適した工法（２件まで））を主に記入すること。（類似以外の記入も可である。）
※類似・非類似のどちらかに○をつける。

(様式第2-2号)　
配置予定技術者調書

現場代理人（監理技術者）の経歴等

	氏　名
	年齢
	実務経験年数
	法令による取得資格及び資格番号

	
	
	
	

	耐震改修工事等に係る現場代理人（監理技術者）の実績

	主な実績【１件目】
	契約の相手方
	

	
	事業名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	工事期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	建物概要
	（建設年、構造、階数、延べ床面積等）

	(類似）
(非類似)
	
	

	
	耐震改修工法
	

	
	従事役職
	

	主な実績【２件目】
	契約の相手方
	

	
	事業名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	

	
	設計期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	建物概要
	（建設年、構造、階数、延べ床面積等）

	(類似）
(非類似)
	
	

	
	耐震改修工法
	

	
	従事役職
	


※配置予定技術者の代表の方の経歴等について記入すること。

※配置予定技術者の代表として３名以内で提出すること。

※法令による取得資格の免状の写し、及び従事役職を証する書類としてコリンズ工事カルテ、現場代理人（技術者）選任通知等の写しを添付すること。

※契約の相手方等が特的情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。

※常勤の自社社員で、引き続き３か月以上の雇用関係があることを証する書類の写し

※主な実績は類似実績（今回いわき市役所本庁舎耐震改修事業に最も適した工法（２件まで））を主に記入すること。（類似以外の記入も可である。）
※類似・非類似のどちらかに○をつける。
 (様式第3-1号)
耐震改修工事実績書

	No.
	工事名（施設名）
	工事場所
	施設用途
	構造・階数
	延べ面積（㎡）
	耐震改修工法
	居ながら工事
	自社

設計
	自社

施工
	設計

完了

年月
	工事

完了

年月

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	5
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	6
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	7
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	8
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	9
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　

	10
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	　



(様式第3-2号)
耐震改修工事実施設計実績書

	No.
	工事名（施設名）
	工事場所
	施設用途
	構造・階数
	延べ面積（㎡）
	耐震改修工法
	居ながら工事
	設計

完了

年月

	1
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	5
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	6
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	7
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	8
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	9
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	

	10
	　
	　
	
	　
	　
	
	
	



(様式第4-1号)
類似工事施工実績説明書
	耐震改修

工　事

契約履行

実　績

【１件目】
	工事名（施設名）
	
	様式第3-1号No.

	
	１　建物概要

	
	　⑴構造
	　　　　　　　　　　　造

	
	　⑵規模
	地上　　階　　地下　　階　　

建築面積　　　　㎡　　延床面積　　　　㎡

	
	　⑶用途
	

	
	　⑷建設年
	　　　　　年　　月　　日

	
	２　耐震改修設計概要

	
	⑴耐震改修工法
	

	
	⑵改修前の建物

の構造特性
	（保有耐力、変形特性、崩壊形等）

	
	⑶工法選定の
経緯等
	

	
	⑷設計業務期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	⑸その他特筆

すべき事項
	

	
	⑹図面
	（平面図、立面図、断面図（１面））任意とする。別紙可。

	
	３　耐震改修工事概要

	
	⑴工期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	⑵主な仮設計画
　等
	

	
	⑶その他特筆
すべき事項
	

	
	４　耐震改修工事費（単位：千円）

	
	
	

	
	５　改修前後の内外観

	
	⑴外観
	

	
	⑵内観
	（室内スペースの影響等）

	
	⑶補強部材等の

詳細
	

	
	６　その他の特記事項（本プロポーザルの類似点等）

	
	



(様式第4-2号)
類似工事実施設計実績説明書
	耐震改修

工　事
実施設計業　務
契約履行

実　績

【１件目】
	工事実施設計名
（施設名）
	
	様式第3-2号No.

	
	１　建物概要

	
	　⑴構造
	　　　　　　　　　　　造

	
	　⑵規模
	地上　　階　　地下　　階　　

建築面積　　　　㎡　　延床面積　　　　㎡

	
	　⑶用途
	

	
	　⑷建設年
	　　　　　年　　月　　日

	
	２　耐震改修設計概要

	
	⑴耐震改修工法
	

	
	⑵改修前の建物

の構造特性
	（保有耐力、変形特性、崩壊形等）

	
	⑶工法選定の

経緯等
	

	
	⑷設計業務期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	⑸その他特筆

すべき事項
	

	
	⑹図面
	（平面図、立面図、断面図（１面））任意とする。別紙可。

	
	３　耐震改修工事概要

	
	⑴工期
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	⑵主な仮設計画
　等
	


	
	⑶その他特筆

すべき事項
	

	
	４　耐震改修工事費（単位：千円）

	
	
	

	
	５　改修前後の内外観

	
	⑴外観
	

	
	⑵内観
	（室内スペースの影響等）

	
	⑶補強部材等の

詳細
	

	
	６　その他の特記事項（本プロポーザルの類似点等）

	
	



(様式第4-3号)
本プロポーザル参加にあたってのコンセプト
	



(様式第5号)
 （単体）

	社   名
	　

	所　在　地
	　

	最寄営業所
	　

	電話
番号
	　
	FAX
番号
	　

	問合
せ先
	担当者
	　
	電話番号
Eメール
	　

	会 社 概 要 に つ い て 

	設立年月日
	　

	資本金額
	　
	　

	事業概要
	　

	営業所数
	　

	従業員数
	　

	いわき市競争入札参加資格の有無
	有　　　・　　　無

	特定建設業の許可
	有　　　・　　　無

	一級建築士事務所の登録
	有　　　・　　　無

	会社更生法・民事再生法の申立て
	している　　　・　　　していない


会 社 概 要 書 （代表構成員・構成員）
※Eメールは、参加申込書のものと同じとすること。

※単体、代表構成員、構成員のどちらかに○をつけること。
(様式第6号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
質　　問　　書
いわき市長　宛
　質問者　
住　　　　所
商号又は名称、共同企業体名
代 表 者  名　　　　　　　　　　　㊞
担当者職・氏名：
所　　　　　属：

連絡先電話番号：

Ｆ Ａ Ｘ 番 号：
Ｅメール：
いわき市役所本庁舎耐震改修事業プロポーザルの実施要領に関して、以下のことについて質問しますので回答願います。
	ページ
	質問内容

	
	


※ページ欄に、「実施要領　Ｐ.○○」等、わかりやすく記入すること。
※枠が足りないときは、適宜枠を増やしてもよい。
※Eメールは、参加申込書のものと同じとすること。

※PDFで送信すること。
(様式第7-1号)
平成　　年　　月　　日
いわき市役所本庁舎耐震改修事業

設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル
技 術 提 案 書
いわき市長　宛
提案者　
住　　　　所
商号又は名称、共同企業体名
代 表 者  名　　　　　　　　　　  ㊞
担当者職・氏名：
所　　　　　属：

連絡先電話番号：

Ｆ Ａ Ｘ 番 号：

Ｅメール：
　このことについて、技術提案をいたします。
　なお、この提案書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
(添付資料)
①耐震改修工法についての技術提案　　



（様式第7-2号）
②浸水対策・防災機能の向上について



（様式第7-3号）
③老朽化改修、省エネ性について　　　　　　　　　　

（様式第7-4号）
④工事中の庁舎機能の維持について　　　　　　　　　　　

（様式第7-5号）
⑤工事後の庁舎機能、建物との調和等について　　　　　

（様式第7-6号）
⑥地域貢献、環境対策、その他の提案について　


（様式第7-7号）
⑦設計費、工事費価格提案書　　　　　　　　　              　
（様式第8-1号）
⑧設計費、工事費価格提案書の内訳　 　　　　　　　         　
（様式第8-2号）
⑨設計及び工事施工に関する概略工程表　　              
※工事の時間帯、「耐震判定委員会等による耐震補強設計等の判定等(評定ほか含む)」の時期も記入すること。
⑩平面図、立面図、断面図、構造図及び耐震改修工法のわかる図面　
 (様式第7-2号)
耐震改修工法についての技術提案
	



(様式第7-3号)
浸水対策・防災機能の向上について
	



(様式第7-4号)
老朽化改修、省エネ性について
	



(様式第7-5号)
工事中の庁舎機能の維持について

（耐震だけでなく、浸水・防災・老朽化工事を含む）
	



(様式第7-6号)
工事後の庁舎機能、建物との調和等について

（耐震だけでなく、浸水・防災・老朽化工事を含む）
	



(様式第7-7号)
地域貢献、その他の提案について
	



(様式第8-1号)

平成　　年　　月　　日
設計費、工事費価格提案書
いわき市長　宛
住　　　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称、共同企業体名：
　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名 ：　　　　　　　　　　　　印
いわき市財務規則、いわき市役所本庁舎耐震改修事業　設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル実施要領を承知のうえ、下記のとおり見積りします。
記
1 件名　
　　　　　　　　いわき市役所本庁舎耐震改修事業
　　　　　
2 契約の期間
　　　　　　　　平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日まで（予定）
3 提案金額（内訳に本体価格、消費税相当額（設計8％、工事10％の合計額）を御記入ください。）
	提案価格
	
	
	　
	　
	百万
	　
	　
	千
	　
	　
	円

	内訳
	本体価格
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	消費税
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


4 契約の保証　　
　　　　　　いわき市財務規則による。

 (様式第8-2号)
設計費及び工事費価格提案書の内訳　No.1
単位：円
	項　目
	単　価
	数　量
	単　位
	金　額
	備　考

	1.　設計費
	　
	　
	　
	　
	　

	（1）基本設計費
	　
	1
	式
	　
	　

	（2）消費税（8％）
	
	1
	式
	
	

	計（Ａ）=（(1)+(2)）
	
	
	
	
	

	（1）実施設計費
	　
	1
	式
	　
	　

	（2）消費税（8％）
	
	1
	式
	
	

	計（Ｂ）=（(1)+(2)）
	
	
	
	
	

	2.　耐震改修工事費
	　
	　
	　
	　
	　

	（1）総合仮設費
	　
	1
	式
	　
	　

	小計（1）
	
	
	
	
	

	（2）耐震工事費　
	　
	
	
	　
	　

	①建築工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	②電気設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	③衛生設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	④空調設備工事
	　
	1　
	式　
	　
	　

	⑤　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑥　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑦　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑧　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑨　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑩　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	小計（2）
	
	
	
	
	

	（3）浸水対策改修工事費
	　
	
	
	　
	

	①建築工事
	　
	1
	式
	
	　

	②電気設備工事
	　
	1


	式
	
	　

	③衛生設備工事


	　
	1
	式
	
	　

	④空調設備工事
	
	1
	式
	
	

	⑤　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑥　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑦　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑧　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑨　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑩　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	小計（3）
	
	
	
	
	


(様式第8-2号)
設計費及び工事費価格提案書の内訳　No.2
単位：円
	項　目
	単　価
	数　量
	単　位
	金　額
	備　考

	（4）防災機能改修工事費　
	　
	
	
	　
	　

	①建築工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	②電気設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	③衛生設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	④空調設備工事
	　
	1　
	式　
	　
	　

	⑤　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑥　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑦　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑧　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑨　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑩　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	小計（4）
	
	
	
	
	

	（5）老朽化改修工事費
	　
	
	
	　
	　

	①建築工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	②電気設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	③衛生設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	④空調設備工事
	　
	1
	式　
	　
	　

	⑤　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑥　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑦　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑧　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑨　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑩　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	小計（5）
	
	
	
	
	

	（6）諸経費

	　
	1
	式
	　
	　

	（7）工事価格

（(1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)）
	
	
	
	
	

	（8）消費税（10％）
	
	１
	式
	
	

	　計（Ｃ）=（(7)+(8)）
	　
	　
	　
	　
	　

	合計（Ｄ）=（Ａ）+（Ｂ）＋（Ｃ）
	　
	　
	　
	　
	　



(様式第8-2号)
設計費及び工事費価格提案書の内訳　No.3

単位：円
	項　目
	単　価
	数　量
	単　位
	金　額
	備　考

	1.　設計費
	　
	　
	　
	　
	　

	（1）基本設計費
	　
	1
	式
	　
	　

	（2）消費税（8％）
	
	1
	式
	
	

	計（Ｅ）=（(1)+(2)）
	
	
	
	
	

	（1）実施設計費
	　
	1
	式
	　
	　

	（2）消費税（8％）
	
	1
	式
	
	

	計（Ｆ）=（(1)+(2)）
	
	
	
	
	

	2.　工事費
	　
	　
	　
	　
	　

	(1)その他の提案に関する工事費
	
	
	　
	
	

	①建築工事
	
	1
	式
	
	

	②電気設備工事
	
	1
	式
	
	

	③衛生設備工事
	
	1
	式
	
	

	④空調設備工事
	
	1
	式
	
	

	⑤　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑥　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑦　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑧　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑨　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	⑩　　　　工事
	
	1　
	式　
	
	

	小計（1）
	
	
	
	
	

	（2）諸経費


	　
	1
	式
	　
	　

	（3）工事価格

（(1)+(2)）
	
	
	
	
	

	（4）消費税（10％）
	
	１
	式
	
	

	計（Ｇ）=（(3)+(4)）
	
	
	
	
	

	合計（Ｈ）=（Ｅ）+（Ｆ）＋（Ｇ）
	　
	　
	　
	　
	　



 (様式第9号)
平成　　年　　月　　日
参 加 辞 退 届
いわき市長　宛
住　　　　所：
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称、共同企業体名：
　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 名 ：　　　　　　　　　　　  ㊞
担当者職・氏名：
所　　　　　属：

連絡先電話番号：

Ｆ Ａ Ｘ 番 号：
Ｅメール：
いわき市役所本庁舎耐震改修事業　設計・施工一括発注に係る公募型プロポーザル実施要領に基づき、提案書類等を提出しましたが、都合により辞退いたします。

辞退理由
※Eメールは、参加申込書のものと同じにしてください。
【留意事項】


1　延床面積が3,000㎡以上である事務所・庁舎建築物について耐震工法、制震工法又は免震工法による耐震改修工事の契約履行実績（平成12年４月１日以後のものとし、施工中のものを含む。）を記入すること。


2　工事実績を証する書類として、コリンズ工事カルテ又は契約書の写しを添付すること。


3　「構造・階数」は、S、RC、SRCの別と階数（地上/地下）を記入する。


4　「耐震改修工法」は、耐震補強、制震、免震（基礎下、中間）の別を記入する。


5　「居ながら工事」は、居ながら工事（工事中も業務を継続することが条件である工事）の場合は○印、そうでない場合は×印を記入する。


6　「自社設計」「自社施工」は、自社設計、自社施工による工事の場合は○印、そうでない場合は×印を記入する。


7　自社設計の事例1件に係る契約書等の写し（参加資格要件を満たしていることがわかる部分の複写）を添付すること。


8　契約の相手方等が特定情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。


9　欄が足りないときは、適宜ページを増やしてもよい。





　











【留意事項】


1　延床面積が5,000㎡以上である事務所・庁舎建築物について耐震工法、制震工法又は免震工法による耐震改修工事実施設計の契約履行実績（平成12年４月１日以後のものとし、施工中のものを含む。）を記入すること。


2　実施設計業務実績を証する書類として、テクリス業務カルテ又は契約書の写しを添付すること。


3　「構造・階数」は、S、RC、SRCの別と階数（地上/地下）を記入する。


4　「耐震改修工法」は、耐震補強、制震、免震（基礎下、中間）の別を記入する。


5　「居ながら工事」は、居ながら工事（工事中も業務を継続することが条件である工事）の場合は○印、そうでない場合は×印を記入する。


6　自社設計の事例1件に係る契約書等の写し（参加資格要件を満たしていることがわかる部分の複写）を添付すること。


7　契約の相手方等が特定情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。


8　欄が足りないときは、適宜ページを増やしてもよい。





　








【留意事項】


耐震改修工事（工法は問わない）の設計及び施工の契約履行実績（様式第3-1号記載）のうち、今回のいわき市役所本庁舎耐震改修事業に最も適した工法の事例（２件まで）について、適宜ページを増やして記入すること。


2　 契約の相手方等が特定情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。


　








【留意事項】


1　耐震改修工事（工法は問わない）の設計の契約履行実績（様式第3-2号記載）のうち、今回のいわき市役所本庁舎耐震改修事業に最も適した工法の事例（２件まで）について、適宜ページを増やして記入すること。


2　契約の相手方等が特定情報の保持が必要な場合は、情報を特定されない措置をして提出すること。


　











次の項目について、簡単・簡潔に記入してください。


(1)提案を想定（予定）する耐震改修工法の技術的特徴と選択理由


(2)浸水対策への対応の基本的考え方と手法





　※Ａ４縦　片面印刷　１枚以内


　　余白は左30mm、その他は10～25mmとし、枠を設けること。


　　文字サイズは11ポイント以上、書体自由、イラスト、写真等も含め自由記述とし、


カラー印刷を可とする。








※（添付資料）


・貸借対照表（直近一期分）


・損益計算書（直近一期分）


・経営事項審査結果通知書の写し


・会社の沿革及び組織が分かる書類


（パンフレット可）








(内　一級建築士　　名、構造設計一級建築士　　名、一級建築施工管理技士　　名、


　　建築設備士　　名）











(※特定建設業の許可が確認できる証明書を添付すること)





(※一級建築士事務所の登録が確認できる証明書を添付すること)





記載事項（例）


現状の耐震安全性に対する考察と基本方針


提案する耐震工法とその特徴及び提案理由


（免震工法の場合、隣接する市民棟、議会棟との取合い部の改修方法を含む）


　補強部材等の具体的な仕様を示すと共に、配置状況を全階について明示する。


要求水準書に示す耐震性能の目標値に対する達成状況について


「耐震補強」による場合、改修後の構造耐震判定指標値Iso およびCTU･SD


「制震補強」による場合、各階における最大応答層間変形角


　　　　　　　　　　　　　脆性破壊部材の有無


「免震改修」による場合、各階における最大応答層間変形角


　　　　　　　　　　　　　各階における最大応答加速度


　　　　　　　　　　　　　免震層における最大応答変位


非構造部材等の耐震性について


防災機能向上改修工事に即した提案とし、改修の必要の有無、およびその理由等を示す。


（5）浸水に対する補強部材等の耐久性


（6）外観・内観イメージ


　　　　補強部材の設置等に伴い内外観の変化について


(7) その他


要求水準書に示す耐震性能の目標値以外の付加価値（例えば、長周期地震動に対する対策等）を提案する場合は、その概要と概算工事費（付加価値増分）を示す。








記載事項（例）





浸水対策


（1）浸水対策のための別棟について


配置、形状及び地震や浸水等の災害時の対応等


（2）別棟から本庁舎への配管、配線について


接続方法、配置、形状及び地震や浸水等の災害時の対応等


（3）対象機器類の選定と工事手法について


(4) 本庁舎や付属駐車場等との関係性（利便性の維持等）


(5) 平時及び災害時のメンテナンス計画について（別棟へのアクセス動線を含めて）





(6) 別棟等の外観について





防災機能の向上


（1）重要室の天井等の耐震対策について


（2）電気設備改修工事について


対象機器、改修工事の手法、地震や浸水等の災害時の対応等


（3）衛生設備改修工事について


対象機器、改修工事の手法、地震や浸水等の災害時の対応等


(4) 空調設備改修工事について


対象機器、配置、改修工事の手法、地震や浸水等の災害時の対応等


(5) 電気、衛生、空調設備の日常のメンテナンスについて


　　　メンテナンスの手法等


 (6) 非常時の際の切替え手法について





記載事項（例）


 (1) 電気設備工事について


改修対象箇所、改修機器等、改修工事手法。


 (2) 衛生設備工事について


改修対象箇所、改修機器等、改修工事手法。


 (3) 空調設備工事について


改修対象箇所、改修機器等、改修工事手法。


 (4) 各設備の災害時の対応等について


 (5) 日常のメンテナンスについて


各設備のメンテナンス方法等の容易さ。


 (6) 省エネ対応（環境負荷の低減）について


高効率機器の導入及び対象機器等の省エネ配慮の具体的方法。


現状に比べてどの程度の省エネ対応がなされているか。


 





記載事項（例）


（1）部署移動、レイアウト変更等が必要な場合について、その期間・規模・仕様等（原則使用しながら（居ながら工事）に配慮した提案）


（2）仮設建物が必要な場合の該当部署、建物配置、動線計画について、その期間・規模・仕様等


（3）施工中の地震対策、防災について


（4）来庁者用駐車場及び公用駐車場の駐車スペースへの影響について


（5）設計期間について、評価、認定等も含め、施工期間、曜日及び時間帯の考え方について


（6）施工期間中の来庁者、市職員等の動線、市民サービスの確保


（7）来庁者、職員及び近隣住民に対する騒音、振動、粉塵、安全（避難経路の確保も含む。）等対策について


（8）仮設計画（仮囲い、揚重計画、工事車両の進入計画等）及び現場事務所、倉庫、下小


屋、作業員等休憩施設の設置計画について


（9）山留め工事を必要とする場合における工法、仕様、規模、方法等





下記のことについて御提示ください。


（1）本庁舎機能の制約、使い勝手、執務スペースへの影響について


（執務者及び来庁者への影響等）


（2）来庁者用駐車場・駐輪場及び公用車駐車場の駐車スペースへの影響について


（3）外構計画（動線、緑地等）について


（4）既存建物のデザイン、周辺環境との調和等


（5）居室への採光の確保も含む執務環境への影響と配慮











記載事項（例）


（1）地域貢献（特殊技術を要しない部分や耐震改修工事に付帯する関連工事等の地元企業への配慮、分担、活用等）、地域経済の活性化等について


（2）耐震改修工事と併せて行うことが合理的又は施設の利便性や市民サービスの向上等の観点から有効と考えられるもの


（3）その他業務の効率性等に関する提案





備考　1.　アラビア数字を使用すること。


　　　2.　訂正したときは、必ず訂正印を押すこと。ただし、金額の訂正は不可とする。


　　　3.　金額の頭には「\」をつけて下さい。





※消費税及び地方消費税の額を除いた金額を記入し、消費税及び地方消費税は別途計上する。


※計（Ａ）、計（Ｂ）、計（Ｃ）、合計（Ｄ）は、各提案上限額以内とする。


※合計（Ｄ）の金額は様式第8-1号の提案価格と同額とする。


※その他の付加価値を提案する場合は、様式第8-2号No.3に記入してください。ない場合、記載は不要。





※消費税及び地方消費税の額を除いた金額を記入し、消費税及び地方消費税は別途計上する。


※その他の提案に関する工事費については提案がある場合は記載する。ない場合、記載は不要。












